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我が国では，飛行経路短縮等の運航方式の改善によって，航空分野において 10%程度のCO2削減を目標

にしている．しかし，実際にどの程度の削減効果が見込めるかということは定量的に明らかにされていな

い．また，CO2 排出量を考慮すると，現状よりも最適な機材・便数の選択が必要になる．そこで，本研究

の目的を飛行経路の短縮及び機材・便数選択による CO2削減ポテンシャルの推計，加えて乗客・航空会社

に与える影響を分析することとした．その結果，国内航空ネットワークを対象に飛行経路の短縮及び機

材・便数選択によるCO2削減ポテンシャルを定量的に把握した．また，それらの削減策が乗客や航空会社

に与える影響を比較し，高需要路線に機材・便数選択による CO2削減可能性があることを明らかにした． 
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1. 研究の背景 

 

 近年，航空交通システムにおいても脱炭素社会に向け

た取り組みは加速しており，わが国では飛行経路短縮等

の運航方式の改善によって，2050年を目標に10%程度の

CO2削減を目指している注1)．しかし，実際に航空分野に

おける運航上の改善によって，最大でどの程度の CO2

削減効果が見込めるかということについては定量的に評

価されていない．  

また，羽田空港の発着容量の増加や LCC の参入によ

り，機材の小型化・多頻度運航が一般的になりつつある．

しかし，環境負荷の観点から考えると，燃料効率の良い

機材を最低限の頻度で運航させることが最大の CO2 削

減効果をもたらすと考えられる．そのため，CO2排出を

考慮した最適な機材・便数選択及びその削減効果を定量

的に推計することも重要と考えた．一方で，便数・機材

選択は，乗客の利便性・エアラインの運航コストに影響

を与える． これらの影響を総合的に分析し，今後の

CO2削減に向けた運航改善策を検討する必要があると考

えられる． 

2. 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

 宮本ら 1)は，動的計画法を用いて，燃料消費量を最小

化する旅客機の軌道最適化を行った．その結果，対象と

する機材を変えることにより，各機材における最適な軌

道を把握することで，航空交通全体としての燃料消費の

削減効果を定量化することができることを示している．

しかし，空域や空港の混雑による飛行距離延伸を考慮し

た燃料消費量削減効果や国内航空ネットワークを対象と

した燃料消費量の削減効果の推計は行われていない．竹

林 2)は，エアラインの機材選択を考慮して，羽田滑走路

容量拡張の影響を分析している．滑走路容量の拡張に伴

う発着枠の増加により，機材は小型化し，運航頻度は大

幅に増加することが示唆されている．機材・便数選択は，

エアラインだけでなく乗客の利便性にも影響している．

そのため，乗客とエアラインの影響を比較し，事業や施

策の評価指標とすることが重要であると考える．丹生 3)

は，航空機の CO2 排出量の算出に燃料流量と飛行時間

を用いる方法を提案している．しかし，飛行中の CO2

排出量を算出する場合は，飛行フェーズの分解方法及び
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各飛行フェーズの飛行時間の算出方法を検討する必要が

ある．橋本 4)は，国内外の空港を対象として，主に地上

付近で発生する CO2 排出量を推計し，空港間の機材構

成の比較や運航機材の変更による CO2 排出量への影響

の分析を行っている．しかし，運航機材の変更による

CO2排出量の削減は長期的なアプローチである．短期的

なアプローチとして，飛行経路の短縮や運航時間の削減

等の運航方式の改善による CO2 削減効果も推計する必

要があると考える． 

 以上の背景をもとに，本研究では，国内航空ネットワ

ークにおける飛行中のCO2排出量に着目して，以下の 3

点を目的とした． 

(1) 飛行経路の短縮及び機材・便数選択による CO2 削

減ポテンシャルの推計 

(2) CO2 排出量を最小化する機材・便数選択が乗客や

航空会社に与える影響を分析する． 

(3) CO2 削減効果と乗客や航空会社に与える影響を踏

まえて，機材・便数選択による CO2 削減可能性の

検討する． 

 

2. 飛行中の削減ポテンシャルの推計手法 

 

(1) 推計に用いるデータ 

 本研究では，国土交通省航空局が一般公開している飛

行軌跡データ（CARATS Open Data）を用いた．飛行軌跡

データには，日本のレーダー範囲内の時刻，仮想便名，

緯度，経度，高度，型式が約 10 秒間隔で記載されてい

る．記載されているデータは，2016年度奇数月 6か月の，

ある 1週間の計 42日分のデータである．  

 

(2) 飛行中の CO2排出量の推計手法 

 航空機のCO2排出量は，上昇中や降下中などの飛行フ

ェーズによって燃料流量が異なるため，飛行フェーズご

とにCO2排出量を推計する必要がある．各便の飛行中の

CO2 排出量の算出を行うためには，各飛行フェーズにお

ける飛行時間を算出する必要がある．そのため，飛行中

のフェーズを上昇中，巡航中，降下中の 3つに分解し，

飛行時間を推計する．CARATS Open Dataに記載されてい

る緯度，経度，高度のデータから飛行フェーズの分解を

行う必要がある．そこで，10秒間隔で記載されている高

度を利用し，10秒前からの変化高度を各データで算出し

た．この高度変化が＋の場合は，機体は上昇し，－の場

合は降下していることを示している．そのうえで，飛行

フェーズが切り替わる条件を以下のように設定した． 

a) 上昇中から巡航中に切り替わる時刻 

 基本的に，航空機は巡航高度に達するまで上昇し，巡

航高度に達した後は水平に飛行する．そのため，高度変 

 

表-1 機材別・飛行フェーズ別の燃料流量注2) 

機種 
燃料流量（kg-燃料/s） 

上昇 巡航 降下 

B772 2.58 1.09 0.84 

B773 3.00 1.40 0.96 

B762 2.10 0.93 0.68 

B763 2.10 0.93 0.68 

B737 0.91 0.40 0.32 

B738 0.91 0.40 0.32 

A320 0.86 0.38 0.29 

A321 1.08 0.48 0.38 

 

化が 30秒間 100ft以下になった時，巡航中に切り替わっ

たと仮定し，最初に 100ft 以下になった時刻を飛行フェ

ーズが切り替わる際のデータとして抽出した． 100ft 以

下に設定した理由は，基本的に上昇中は高度変化が

100ft を上回っており，巡航中の微々たる上昇などは，

100ftを下回ることが軌跡データから確認できたためであ

る． 

b) 巡航中から降下中に切り替わる時刻 

 基本的に，航空機は，巡航中は水平に飛行し，降下中

は高度が下がり続ける．そのため，高度変化が 30 秒間-

100ft以下になった時，降下中に切り替わったと仮定し，

最初に-100ft 以下になった時刻を飛行フェーズが切り替

わる際のデータとして抽出した． 

-100ft 以下に設定した理由は，基本的に降下中は高度変

化が-100ft を下回っており，巡航中の微々たる降下など

は，-100ft を上回ることが軌跡データから確認できたた

めである． 

 各便の CO2 排出量は，各飛行フェーズの飛行時間に

機材別に異なる燃料流量を乗じることで消費燃料を算出

する．消費燃料にCO2排出係数を乗じて，飛行中のCO2

排出量を算出する．燃料流量は，表-1 に示す機材別・

飛行フェーズ別の 1秒当たりの燃料流量が記載されてい

るデータ注 2)基づいて，その値を使用した．また，燃料

流量は本来，外気圧や湿度などの影響を受ける可能性あ

るが，ここでは考慮していない． 

 

(3) 飛行距離を考慮したCO2削減ポテンシャルの推計手

法 

 国内線のすべての便が，空中待機や迂回飛行のない飛

行をした場合と，大圏航路（空港間の最短距離）を飛行

した場合の CO2 削減ポテンシャルを推計する．そのた

め，A）飛行軌跡データにおいて飛行距離が最小の便と

B）大圏航路を飛行する便を基準便に設定した．大圏航

路を飛行する便は，上昇・降下の飛行距離は，A）と同
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じであると仮定し，巡航中の飛行距離は，空港間の大圏

距離からA）の上昇・降下の飛行距離を引いた距離とす

る．各飛行フェーズの飛行時間は，便によって異なる気

象の影響を考慮するため，飛行距離を平均対地速度で除

すことで求める．基準便は，路線別・機材別に設定する．

この基準便と飛行軌跡データに含まれる実際に飛行して

いる便のCO2排出量の差を求めることで，CO2削減ポテ

ンシャルを推計する． 

 

(4) 機材・便数選択からみたCO2削減ポテンシャルの推

計手法 

 国内の全路線で CO2 排出量を最小化するための便

数・機材選択を行った場合の CO2 削減効果を推計する．

CO2排出量は，機体サイズによって異なるため，座席数

を参考に使用機材を4種類に分類した．表-2に示すよう

に座席数が400席以上の機材をWide機，200～400席の機

材を Semi Wide機，100～200席の機材を Narrow機，100

席以下の機材をRegional Jet機とした．国内線における着

陸回数が最も多い機材注 3)を各機体サイズの代表機種に

設定する（太字表記）．最適化後の路線𝑖における 1 日

あたりの CO2排出量𝐶𝐸𝑖
𝐴𝑙𝑙は，式(3)のように機体サイズ

𝑘の代表機種の平均CO2排出量𝐶𝐸𝑖𝑘をもとに便数𝑓𝑖𝑘を変

数とした線形計画法による最小化問題として算出する． 

min
𝑓𝑖𝑘

𝐶𝐸𝑖
𝐴𝑙𝑙 (1)

𝐶𝐸𝑖
𝐴𝑙𝑙 =  ∑ 𝐶𝐸𝑖𝑘 ∙

𝑘

𝑓𝑖𝑘 (2)
 

𝑠. 𝑡.  𝑄𝑖 = 𝐿𝐹 ∑ 𝑆𝑖𝑘 ∙

𝑘

𝑓𝑖𝑘 ≥ 𝑄𝑖0 (3) 

CO2排出量を最小化するための便数・機材選択を行った

場合の CO2 削減効果を推計することが目的であるため，

航空輸送統計年報注 4)より座席利用率𝐿𝐹を 70%に設定し，

各機体サイズの座席数𝑆𝑖𝑘を用いて，最適化後の供給座

席数𝑄𝑖が現状の需要𝑄𝑖0以上であることを制約条件とす

る（式(3)）． 

最適化前と最適化後の CO2 排出量の差を求めること

で，CO2削減ポテンシャルを推計する． 

 

(5) CO2 削減効果と乗客の利便性・エアラインの運航コ

ストへ影響の比較分析手法 

 CO2排出量を考慮して，機材・便数選択を行った場合，

一般的には大型低頻度の輸送形態となることが予想され，

乗客の利便性は低下する．エアライン側は使用機材の変

更と減便による運航コストへの影響が考えられる．各路

線の運航頻度の変化に係る便益𝑈𝐵𝑖は，対象路線𝑖の需

要𝑄𝑖と運航頻度効果原単位𝐴（2016年度価格で3300円）

から，式(4)を用いて計測することが可能注5)である． 

𝑈𝐵𝑖 = 𝑄𝑖 ∙ 𝐴 ∙ ln(𝐹𝑖
1 𝐹𝑖

0⁄ ) (4) 

表-2 機材の分類と代表機材の設定 

分類 機材名 

Wide    
300席以上 

B772 

B773 

Semi Wide 
200~300席 

B763 

B788 

Narrow   
100~200席 

B738 

B735 

A320 

A321 

Regional Jet  
100席以下 

E170 

DH8 

CRJ2 

SF34 

 

表-3 着陸料注7) 

航空機重量（トン） 1トン当たりの料金（円） 

25 以下 950 

26 ~ 100 1,380 

101 ~ 200 1,650 

201 以上 1,800 

 

 

 また，運航コストについては，主に機材費，燃料費，

整備費，着陸料，人件費が考えられる．航空会社の個別

路線の運航コストについては，一般的に公表されていな

い．そのため，これらの運航コストは，スカイマークの

有価証券報告書注 6)を利用し，機材が B737の場合の各費

用を推計した．機材費は機材のカタログ価格を参考に推

計した．燃料費は，機材の燃費や飛行距離によって異な

るため，機材別路線別に推計する．整備費は，本来機体

サイズによって異なるが，機材別の比較が難しいため，

B737と同様に 10万円/便と仮定した．着陸料は，機材の

重量によって異なり，表-3 のように国土交通省によっ

て定められている注 7)．人件費は，パイロットと客室乗

務員のみを考慮する．これらの費用をもとに各路線にお

ける 1便当たりの運航コストを機材別に推計する．また，

CO2の削減効果についても貨幣換算原単位（10600 円/t-C）
注5)を用いて，貨幣価値に換算する． 
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図-1 飛行経路短縮によるCO2排出量と飛行距離の変化 

 

 

図-2 CO2削減ポテンシャルの比較 

 

3. 結果  

 

(1) 国内航空ネットワークにおけるCO2削減ポテンシャ

ルの推計結果 

 図-1 に飛行距離短縮による CO2 排出量及び飛行距離

の変化，図-2 に羽田到着路線及び東西行き路線の CO2

削減ポテンシャルの比較，図-3 に便数・機材選択の最

適化を行った場合の CO2 排出量の変化と飛行距離及び

機材・便数選択を同時に考慮した場合の CO2 排出量の

変化を示す．図-1 より，国内線のすべての便で迂回飛

行や空中待機が全くない飛行が可能だとすると，現状と

比較して CO2 排出量を 5.5%削減できることが分かる．

また，仮にすべての便が各路線の大圏航路を飛行できた

場合，飛行中の CO2 排出量を 9.6%削減できる可能性が

あることが分かる．また，平均飛行距離の変化から，

CO2削減ポテンシャルは，飛行距離の短縮分とおよそ同

程度であることが示唆される．図-2 より，羽田着路線

は全路線の平均値と比較して，CO2削減ポテンシャルが

大きく，羽田空港及びその周辺の空域の混雑の影響が大

きいことが示唆される．東西路線に関しては，出発空港

の経度が到着空港の経度より小さい路線を東行き，大き

い路線を西行きとして定義した．東行きと比較して西行 

表-1  国内線の便数・機材選択の 

最適化及び飛行距離短縮による各コストの影響 

 

(万円/day) 

 

 

図-3 機材・便数選択及び飛行距離短縮によるCO2排出量の

変化 

 

 

き路線の CO2 削減ポテンシャルが若干大きい．これは，

西行き路線は偏西風（向かい風）による遅延の影響が一

つの要因であると考えられる．しかし，これらの CO2

削減ポテンシャルは絶対量であり，飛行距離や運航機材

の影響もあるため，正確には精査が必要である． 

 図-3 より， CO2 排出のみを考慮して国内の全路線で

便数・機材選択を行った場合，飛行中の CO2 排出量を

8.5%削減することが可能である．飛行距離短縮による

CO2削減ポテンシャルが機材・便数選択の最適化による

ものより小さく，機材・便数選択によるコストの影響等

を考えない場合は，機材・便数選択の効果が高いことが

示唆される． 

 

(2) CO2 削減効果と乗客の利便性・エアラインの運航コ

ストの影響の比較分析 

 表-1 に国内線の便数・機材選択の最適化及び飛行距

離短縮による各コストの影響を示す．表-1 より， CO2

排出量が最小になる機材・便数選択を行ったうえで，最

大限飛行経路を短縮したとすると，CO2削減の効果より

も乗客とエアラインの便益の低下が上回ることが分かる．

ただし，今後の CO2 排出に係る費用（排出制限に伴う

排出権取引コストや炭素税，SAFを含めた燃料費など）

の上昇によっては，便益が逆転する可能性もある．なお， 

乗客の便益 エアラインの便益 CO2削減効果 総便益

便数・機材選択 -64.7 -142.8 13.0 -194.5

便数・機材選択＋

最小飛行距離
-64.7 -110.8 35.1 -140.4

便数・機材選択＋

大圏航路
-64.7 -104.7 39.3 -130.2
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図-4 大型低頻度化に伴う便益の推移（HND to FUK） 

 

エアラインの運航コストが増加する要因としては，小型

機に比べて大型機の方が，1 便あたりの機材費が大きく，

乗客あたりの運航コストとして比較すると，大型機の方

が大きいためであると考えられる． 

 図-4に高需要路線（羽田HND to 福岡FUK）における大

型低頻度化に伴う便益の推移を示す．図-4 より，高需

要路線は，総便益が+になる運航頻度が存在するため，

運航コストの最小化よりも乗客の利便性を優先，またエ

アライン間の競争の中で便数・機材選択が行われている

と示唆される．運航コストの削減効果をすべて運賃削減

に割り当てることができるとすると，このような路線は，

総便益が 0になる運航頻度までは，乗客・エアラインに

不利益なく，CO2を削減できるとも考えられる．運航頻

度が少ない路線は，これ以上の大型低頻度化は乗客の利

便性低下の影響が大きいため，CO2の削減が難しいと考

えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 結論 

 

飛行軌跡データを用い，国内航空ネットワークを対象

に，飛行経路の短縮や便数・機材の選択による CO2 削

減ポテンシャルを定量的把握した．また，CO2削減効果

と乗客の利便性・エアラインの運航コストへの影響を比

較し，高需要路線における CO2 削減可能性が高いこと

が明らかになった．  

 

NOTES 

注1) 国土交通省：航空機運航分野における CO2削減に係る検

討会 

注2) ICAO Aircraft Engine Emissions Databank（Civil Avia-

tion Author） 

注3) 経済産業省：航空機に係る排出量 

注4) 国土交通省：航空輸送統計調査 

注5) 国土交通省航空局：空港整備事業の費用対効果分析

マニュアル Ver4 

注6) 株主プロ：スカイマーク株式会社 有価証券報告書 

注7) 国土交通省：空港使用料について 
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